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1 本調査の目的 

本市の下水道事業は、施設老朽化による故障や機能停止リスクの高まりが問題となっています。

また、人口減少の影響等により水需要の減少が予想されます。限られた財源の中で、今後、施設

や管路の老朽化対策等に多額の投資が見込まれるなど、下水道事業を取り巻く環境は厳しさを増

しています。 

このような状況下で、国は、下水道事業の持続可能性の確保に向けて、より一層民間の経営ノ

ウハウの導入を推進しており、「管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）」を創設しました。

今後、レベル 3.5 を含めた「水の官民連携」の導入に積極的に取り組むこととしています。 

このような背景のもとで、南陽市では今年度から水の官民連携等の官民連携手法の導入検討に

あたり、課題整理、スキーム検討、効果分析等を通じて導入検討に向けた準備を実施しています。 

本アンケート調査は民間事業者の参入意欲や官民連携における業務内容に対する意見や参画に

あたっての課題を把握するために実施するものです。 

 

1.1 導入目的と期待する効果 

南陽市では、公共下水道事業の持続可能性を維持・向上させることを目的とし、以下に示す効

果を期待し、官民連携の導入を目指していきたいと考えています。 

・ 維持管理業務の包括化、性能規定の導入により、民間事業者の創意工夫を積極的に取り入

れ、事務・事業全体の効率化や高度化を実現 

・ 契約期間の長期化により、官・民双方の契約事務の低減を図ると共に、長期的な視点に立っ

た施設運営の実施 

・ 維持管理と更新の一体的なマネジメントにより、施設の改築更新の最適化によるライフサイ

クルコストを低減 

 

アンケート調査では下表に示す事項の把握を目的としております。 

目的 内容 

本市における水の官民連携導入の実

現性と課題 

・参入意欲の高い民間事業者数の把握 

・参入障壁となる事項の把握 

民間企業から見た望ましい 

事業方式、対象施設、対象業務 

・本市に適した対象施設・対象業務の把握 

・最適な事業スキーム（更新支援・更新実施）の把握 

水の官民連携で定められた 

4 要件に対する課題 

・4 要件（長期契約・性能発注・維持管理と更新一体マ

ネジメント・プロフィットシェア）の中で参入障壁と

なる事項の把握 

今後の導入検討を進める上での課題 
・導入するうえでの課題の把握 

・民間事業者の要望の把握 
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2 本調査の内容 

2.1 概要 

本調査では、アンケート調査の実施を、下表に示すスケジュールで予定しています。 

 

時期 内容 

2026 年 10 月 23 日 アンケート調査資料配布 

2026 年 11 月 13 日 アンケート回答〆切 

2027 年 1 月 20 日 アンケート結果の報告 
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2.2 アンケート調査 

本市では、民間事業者の参入意欲や官民連携における業務内容に対する意見や参画にあたって

の課題を把握するためアンケート調査を実施しております。 

下記 URL（南陽市 HP）にて、アンケート調査票及び事業概要書を掲載しておりますので、各自

ダウンロードいただき回答期限までにアンケート調査票に記載された提出先に送付していただき

ますようにお願いします。本アンケート調査結果は、後日、本市ホームページにて公表を予定し

ております。 

 

◆アンケート調査票及び事業概要書（南陽市 HP） 

http://www.city.nanyo.yamagata.jp/ziyougesuido/6695 

※アンケート調査票への回答・提出期限：令和 8 年 11 月 13 日（金）17:30 まで 

 

2.3 本調査（マーケットサウンディング）における留意事項 

■ 本調査は事業者の皆様のウォーターPPP に対する参入意向や事業範囲（案）に関するご意

見等の把握を目的として実施するもので、今後の本市下水道事業におけるウォーターPPP

の導入を含め、いかなる発注、計画策定等が行われることを保証するものではありませ

ん。 

■ 本調査への参加実績が、今後の事業者公募等の参加条件及び評価の対象となることはあ

りません。 

■ 本調査において別途アンケートを実施しますので、可能な限りご協力をお願いします。な

お、アンケート調査での記載内容は何ら法的拘束力を持つものではありません。あくまで

記入時点でのご意見として承ります。 

■ 必要に応じて、第 2 回目の調査や個別ヒアリング等の実施も想定していますので、その

場合は可能な限りご協力をお願いします。 

■ 本調査への参加及び書類作成等に要する費用は、参加事業者様の負担となります。 

 

3 問合せ先 

本調査に関する問合せ先は次のとおりです。 

 

南陽市 上下水道課 下水道係 

TEL：0238-40-8436 FAX：0238-40-2909 

メール jogesui4@city.nanyo.yamagata.jp 

 

株式会社 NJS 仙台事務所（担当：石田、伊藤、間瀬）（本業務受託企業） 

TEL：022-266-2821 FAX：022-266-2824 

メール nannyou_gesui@njs.co.jp 

※問い合わせ時には、双方にご連絡いただければ迅速な対応が可能となります。 


